
障がい者施策文書回答（２）
（２００９年９月１日現在・自治体キャラバンまとめ）

市町村名
地域生活支援事業（移動支援・地域活動支援センター・日常生活用具等）の利用料をなくしてくださ

い。

0 愛知県

地域生活支援事業については、県が行う事業と市町村が行う事業の役割の中で実施している。こ

うした中で、国は、障害者自立支援法９４条第２項に基づき、市町村の行う地域生活支援事業にたい

して、事業費の２分の１を補助することになっている。

しかしながら、国から市町村への交付額は市町村の前年の実績等を基に算出しているため、対象

経費満額の補助になっていない状況にある。県としても、同事業に対し十分に財源確保されるよう、

国に対し要望している。

また、県が実施する事業について、制度に基づいて国交付額の２分の１の補助をおこなっている。

1 名古屋市
移動支援事業、デイサービス型地域活動支援事業及び日常生活用具について、利用者負担上

限月額を設定することにより、負担が過重とならないよう配慮。

2 豊橋市
障害福祉サービスと、利用者負担の利用者負担を合算して上限月額を超えた額について独自に

助成することで、利用者の負担軽減を図っており、現行どおりの取り扱いとする。

3 岡崎市

地域生活支援事業の移動支援・日常生活用具等については、上限額の設定ではなく、所得に応

じた利用者負担割合を設定している。また、地域活動支援センター事業については、低額な利用者

負担額としており、障害福祉サービスよりも利用者が利用しやすいものとなっている。

4 一宮市

移動支援、地域活動支援センターなどについては障害福祉サービスと同様の給付事業で、日常

生活用具についても補装具費の給付と同じようなし組みで実施。障害福祉サービスも補装具も、障

害者自立支援法により利用者の収入状況に応じて決められた月ごとの負担上限額の範囲で費用の

１割を利用者が負担することとしており、地域生活支援事業についても同様の利用者負担で実施。

障害者自立支援法による障害福祉サービスや補装具費の負担の仕組みが変更されない限り、地域

生活支援事業についても現行によりたいと考える。

5 瀬戸市
地方自治体が福祉サービスの水準維持を行いうにあたり、公益負担の原則は必要なものと判断し

ているので、独自の軽減策は考えていない。

6 半田市

地域生活支援事業の利用者負担について、原則１割負担となっている利用者負担を、本市では

所得に応じて１０％、６％、４％、０％の負担とし、また、月額の利用者負担額を国制度の月額上減額

の範囲内とするとともに、地域生活支援事業のうち、移動支援事業、地域活動支援センター事業、日

中一時支援事業及び訪問入浴サービス事業に係る利用者負担を合算上限とすることで、利用者の

負担軽減を図っている。

7 春日井市

利用者負担については、障がい福祉サービスと地域生活支援事業のうち、移動支援や地域活動

支援センターなどの利用者負担を合算して、国が定める負担上限額を適用している。今後とも国の

動向に注視していく。

8 豊川市

地域生活支援事業（移動支援・日中一時支援・地域活動支援センター・訪問入浴サービス）の利

用料と障害福祉サービスの利用料を合算した額について、障害福祉サービスの上限負担額を上限

額とすることで、利用者の負担軽減を図っている。

9 津島市
受益者負担については、国が総合的に勘策して判断すべき事項であり、市町村が実施主体となる

地域生活支援事業についても、受益者負担を廃止することは現状難しいと考える。

10 碧南市 ご意見としてお聞きします。

11 刈谷市

障害のある人に対するサービスはだけでなく、全ての行政サービスに係る経費の負担について

は、サービスが受けた人が応分の負担をする受益者負担を原則としている。従って、障害のある人に

対するサービスについても利用者負担をなくすことではなく、低所得の人など支援が必要な人に対

する負担軽減により対応すべきと考えている。

12 豊田市 ※文書回答なし

13 安城市

移動支援・地域活動支援センター等の各利用者負担額は介護給付等の利用者負担額と合算し、

介護給付等の負担上限額を超過した分については償還払いを行い、補装具と日常生活用具の利用

者負担額についても、合算して、補装具の負担上限額を超過した分については償還払いをすること

により、利用者負担軽減措置を実施している。



市町村名
地域生活支援事業（移動支援・地域活動支援センター・日常生活用具等）の利用料をなくしてくださ

い。

14 西尾市

補装具については、国の制度に準じ実施する。移動支援については、日常生活用具を除く地域

生活支援事業にかかる利用料を合算し、負担上限額を適用している。日常生活用具については、低

所得１の方は自己負担割合を４％に、低所得２の方は６％に軽減している。利用料は補装具と合算

し、負担上限額による軽減を実施している。

15 蒲郡市

県下の市町村においても一定の利用料を負担するようになっており、特に、利用料をなくすことは

本市の厳しい財政上、難しい。なお、近隣の市と比較し、利用者負担やサービス内容の点で、劣って

いるとは考えていない。本市には蒲郡市障がい者支援センターの中に地域活動支援センター「しお

さい」があり、平成２０年度実績で延べ１，８８３人の方が利用された。１日あたりの利用者負担は３００

円だが、優秀なスタッフを配置しているので、相談支援業務、活動内容も充実しており、利用されて

いる障害者の方はもとより、保護者にも好評を得ている。

16 犬山市

すべてのサービスの利用料をなくすことは、難しいと考える。しかし、市が実施する事業として事業

の目的等を考慮し、本人負担が重くなりすぎないよう、サービス内容により利用料の無料を含めた軽

減措置を行っている。

17 常滑市

補装具の利用者負担軽減については国制度に則り運用している。地域生活支援事業について

は、国制度に準じた利用者負担上限額を設定し運用しており、各利用料を総合した利用者負担軽

減策について、移動支援事業・日中一時支援事業・訪問入浴サービスは設定している。それ以外の

日常生活用具は別に上限額を設けており、現段階では総合した軽減策は考えていない。

18 江南市
市独自の軽減策として、移動支援では所得税非課税者に対する利用者負担を５％に軽減してい

る。また、地域活動支援センターについても独自の負担額を設定し軽減を行っている。

19 小牧市
日常生活用具については、利用者負担を５％としております。他の施策については、現在のところ

考えはありません。（福祉課）

20 稲沢市

地域生活支援事業の利用料をなくすことは、現在のところ考えておりません。それぞれに軽減措置

（非課税の場合５％）を設けており、特に利用の高いストマ装具及び紙おむつについては、通常の

１／２軽減を行っております。

21 新城市 現在は考えておりません。

22 東海市
現時点で、利用者負担の市単独での軽減の予定はありません。なお、地域活動支援センターの

利用者負担はありません。

23 大府市

精神障害者の地域活動支援センターの利用料金を無料。日常生活用具給付や移動支援につい

ては、軽減措置として、市民税非課税世帯については５％負担とし、月額上限も国制度と同様に設

定。市独自にそれ以上の利用料軽減を行う予定はありません。

24 知多市

地域生活支援事業のうち移動支援、日常生活用具の利用者負担につきましては、障害福祉サー

ビスと同様に１割負担を基本として考えておりますが、地域活動支援センターにつきましては利用料

は無料としています。今後につきましては近隣自治体の対応等を見守りながら検討してまいりたいと

考えています。

25 知立市
現段階では、考えておりません。なお、地域活動支援センターⅡ型事業の利用者負担について

は、取らない方向で進めています。

26 尾張旭市
地域生活支援事業の利用料につきましては、障害者自立支援法に合わせた利用者負担額を設

定しており、更なる減免措置は考えておりません。

27 高浜市
地域生活支援事業も同様に、質の向上を図るためには、サービス利用に応じた一定の負担が必

要と考えます。

28 岩倉市
地域生活支援事業の利用料を廃止する予定はありません。なお、生活保護世帯は無料としていま

す。

29 豊明市

生活福祉サービスや補装具の利用者負担との均衡を考えると、地域生活支援事業の利用料をな

くすことは考えておりません。ただし、地域生活支援事業の利用者負担については、所得に応じて低

率での負担としております。利用者負担の低所得者への軽減索としては、移動支援、地域生活支援

センター事業は、利用者及びその配偶者が市町村民税非課税の場合は利用者負担を３％、市民税

所得割の額１６万円未満の場合は５％を適用しています。また、日常生活用具は、利用者及びその

配偶者が市町村民税非課税の場合は５％を適用しています。

30 日進市
地域生活支援事業によって、その事業に要する経費の一部を負担していただくという受益者負担

という考えに基づき、お支払いをお願いしており、現在のところ利用料の免除は考えていません。



市町村名
地域生活支援事業（移動支援・地域活動支援センター・日常生活用具等）の利用料をなくしてくださ

い。

31 田原市

現在、田原市では、移動支援、地域活動支援センター、日常生活用具給付、日中一時支援事業

を行っています。利用料（利用者負担）については、障害福祉サービスの月額負担上限額との合算

を行って、利用者の負担軽減に努めております。今回ご要望の利用料をなくして下さい、ということで

すが、市町村の責務で行うこれらの事業について、国、県からは補助金という形で費用負担は行わ

れているのですが、実際支出額と比較すると約６割の補助であり、市の負担が４割という大きなものと

なっております。国、県の補助金対象外である、地域活動支援センター基礎型事業においては田原

市障害福祉計画に定めたとおり、市内３箇所の事業所に運営委託をし、障害者の方の日中活動の

場の確保に努めています。 また、移動支援、日中一時支援事業についても支給決定させていただ

いておりますが、これらの方針が利用料をなくすことにより、市の負担がさらに増え、安定した事業運

営ができなくなった場合には支給決定基準を設ける、地域活動支援センターの設置数を減らすな

ど、逆に市民の安心できる生活環境を脅かすことにもなりかねないと考えます。この問題は、国、県の

補助金制度の抜本的見直し等が行われない限り、困難な課題とは思いますが、利用者の負担軽減

については、いろいろな手法で今後も検討を続けてまいります。

32 愛西市 生活保護世帯への軽減以外は現在のところ考えておりません。

33 清須市

利用料をなくす予定はありませんが、高額地域生活支援給付という市独自の軽減制度①②があり

ます。①同一の月に受けた自立支援給付に係る利用者負担額と地域生活支援事業（日常生活用具

給付等事業及び助成事業を除く）に係る利用者負担額を合計して法律の定める限度額とする。②同

一の月に受けた日常生活用具給付等事業（住宅改修費助成事業を除く）に係る利用者負担額を合

計して法律の定める限度額とする。

34 北名古屋市
地域生活支援事業（移動支援・地域活動支援センター・日常生活用具等）の利用料をなくしていま

す。

35 弥富市

障害をお持ちの方が地域で安心して生活できるよう地域生活支援事業を実施しています。利用料

につきましては、利用者は近隣市町村の方が利用してお見えですので、同じ事業所の利用者間で

差が生じないように近隣市町村と調整を図りながら決めており、今後も調整を図りながら進めてまいり

たいと考えています。

36 東郷町
地域生活支援事業（移動支援・地域活動支援センター・日常生活用具等）の利用料をなくす考え

はありません。

37 長久手町 利用料は１割負担で、現行どおりで考えています。

38 豊山町 現行どおりの運用とします。

39 春日町 ※文書回答依頼せず

40大口町 特に考えておりません。

41 扶桑町
地域生活支援事業の利用者負担金は、町民税所得割が１６万円未満の場合、５％（軽減前１０％）

としている。現在の軽減措置を継続する。（福祉児童課）

42 七宝町 今のところ、利用料をなくすことは考えておりません。

43 美和町 町財政も非常に厳しいものがございますので、現在のところ考えておりません。

44 甚目寺町 独自の軽減制度は考えていません。（総合福祉会館回答）

45 大治町 今のところ、利用料をなくすことは、考えておりません。

46 蟹江町 現行どおり（１割負担とする。）とします。

47 飛島村 市町村単独事業ではあるが近隣町村との調整も必要となる。

48 阿久比町
自立支援介護給付事業等と同様に負担していただきます。ただし、相談支援事業、地域活動支援

センターにつきましては、無料で利用していただけます。（住民福祉課）

49 東浦町 現在のところ、国の示す負担軽減措置以上に利用料の廃止・減免等を行う予定はございません。

50 南知多町 独自の軽減制度は予定していない。

51 美浜町 障害者自立支援法のサービス負担上限額を使用しており、利用料をなくすることは考えていない。

52 武豊町 現行制度で実施してまいります。（福祉課）

53 一色町
地域活動対策センターについては現時点では利用者負担なし、その他については実施予定な

し。

54 吉良町 国の基準に基づき、実施します。

55 幡豆町 地域生活支援事業に係る自己負担は、自立支援給付と同様自己負担軽減を行っています。

56 幸田町
障害児施設通園者支援助成金支給制度により給食費の一部を助成しています。（１食当たり２００

円を控除した額）



市町村名
地域生活支援事業（移動支援・地域活動支援センター・日常生活用具等）の利用料をなくしてくださ

い。

57 三好町 ※文書回答なし

58 設楽町 財政面が厳しいため困難である。

59 東栄町
地域生活支援事業については、北部圏域において、サービスの統一化を進めているため、独自

の対応は考えていない。

60 豊根村 国の施策に準じて実施しており、現在のところ村独自の軽減索は行う予定ありません。

61 小坂井町

地域生活支援事業（移動支援事業、日中一時支援事業、地域活動支援センター）の利用料と障

害福祉サービスの利用料を合算した額について、障害福祉サービスの上限負担額を上限額とするこ

とで、利用者の利用負担軽減を図っています。


